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「３Ｓ」シリーズ

緊急９対策
　SETSUZEI SET-POINT SEMINAR　

　得する 消費税 節税セミナー　

	
	テーマ
	要件


	効果

	１
	決算期を変更する
	3月31日が決算日の会社を、平成16年３月30日に決算日変更すれば・・・


	・・・新消費税法の適用は、364日間、繰り延べることができる

	２
	これからの売上高を制御する
	11月、12月、1月、2月決算会社なら、今からでも間に合う対策だ。

　例えば、売上高が50百万円、10百万円の前後の11月決算法人なら、そのラインを超えないような販売戦略を保つこと
	16年４月１日から新消費税がスタート。

3月決算なら15年３月期の売上高で、免税事業者・課税事業者の判定、簡易課税の可否判定がなされる。　これを、対応した事前対策といえる

　個人は、12月決算法人と同様の対策をとること



	３
	帳簿の記帳や、請求書や領収書を適法な形式にする
	もらった請求書どおりの内容を帳簿に記載すること

もらった領収書は、消費税で決められている、「忘れがちな５要件」を具備しているか
	「もらった請求書と、同じ内容を帳簿に記載する」ということは、煩雑すぎます。悪法　ではあっても、これがルール。

1. 発行日付、

2. 財または用役の引き渡しの日付、

3. 発行者の正式名称

4. 発行者の固定網電話番号

5. 発行者住所

	
	テーマ
	要件
	効果

	４
	個人であれば、課税業者判定に3ヶ月の特例を活用する
	帳簿のない個人の課税事業者の判定にあたっては、次の特例ルールあり

15年10月、11月、12月の3ヶ月の売上高を単純に4倍する方法も認められている。
	個人について課税業者かどうかを判定するには、平成15年１月から12月までの売上高で判定するのがルール。

しかし、仮に、１月から９月までの帳簿が整備されていないようであれば、「３ヶ月の特例」を採用する余地はある。

その９ヶ月間の売上高が多いという理由での特例適用は、認められないのであるが



	５
	賃貸用マンションの完成引き渡しは、期末日


	仮払い消費税の還付を受けることができる
	換言すれば、引き渡しを受ける日を決算日とする決算日変更をすること。

	６
	人件費を業務報酬とする
	人件費の内、給与には一定の要件がある。この要件を外れる人件費は、給与扱いを免れる。　


	つまり、そのようにすれば、報酬や外注費等となって、仕入税額控除の対象となって、納付すべき消費税額を減額することができる

	７
	総額表示となっても、消費税額を内書き付記する
	売価表示が総額表示となっても、売価に含まれている消費税額を、括弧書き等の方法により添え書き表示する


	　添え書き表示した消費税額を集計して、仮受け消費税額とする。

これにより、0.９％の消費税の納付額は減額すること可

	８
	還付であれば、課税期間の特例を採用する
	還付が多額なら課税期間の特例を採用して、毎月還付を受ける
	通常、課税期間は12ヶ月だが、３ヶ月毎、あるいは１ヶ月毎に短縮申請すれば、それぞれ、３ヶ月毎、あるいは、１ヶ月毎に還付を受けられる



	９
	新会社を作る
	新会社の資本金は、10百万円未満とする
	　資本金10百万円未満であれば、設立当初の２年間は、売上高の規模にかかわらず、免税業者となるルールがあり、これにより、納税義務はない
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